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パラアスリートのタレント発掘・育成

Ⅰ．背景

パラリンピック競技を含む障がい者スポーツに

関する事業は、スポーツ振興の観点から、2014

年に厚生労働省から文部科学省に移管された 10)。

その後、 年に策定された第 2 期スポーツ基

本計画には、「障害者アスリートの発掘・育成に

あたっては、障害に応じたクラス分けにも十分配

慮する」ことが謳われた 12)。また、スポーツ基本

計画における政策目標としては、「パラリンピッ

ク競技大会の金メダル獲得ランキングについて

は、直近の大会（夏季大会 位（ ／北京）、

冬季大会 位（2010 ／バンクーバー）以上」が

掲げられた。そのため、独立行政法人日本スポー

ツ振興センター（JSC）においてもパラリンピッ

クアスリート（以下、パラアスリート）の発掘・

育成・強化のシステム整備やプログラム開発は、

2020 年の東京パラリンピック競技大会とそれ以

降のパラリンピック競技大会でのメダル獲得数の

増加のための喫緊の課題であった。

2014 年に実施されたパラリンピック競技大会

の日本代表選手を対象とした調査では、競技開始

のきっかけとして「友達や知人のすすめ（34.0%）」

や「学校の授業やクラブ活動（14. ）」、「家族の

すすめ（11.0%）」等があることから、パラアスリー

トの身近な人が大きな影響を及ぼすことが明らか

になっている 34)。また、障がい者がパラリンピッ

ク競技を開始して参加を継続していく中で、独自

の課題も明確である。例えば、イギリスのパラア

スリートは、日常的なトレーニング環境へのアク

セス、障がい別のコーチング、競技大会の観客動

員数、装具等のコスト、クラス分け等の組織的な

ストレスという課題があることが指摘されてい

る 2)。日本においても、障がい者がスポーツへ参

加するための課題として、指導者の不足やスポー

ツ活動場所までのアクセス、介助者の確保に係る

費用等が指摘されている )。

こうした中、パラリンピック競技への参加に

関して、近年カナダでは、「The Quality Parasport 

Participation （質の高いパラリンピック

競技参加）」の枠組みが提唱され 4)、脊髄損傷者

に対する身体活動の指針も策定された 9)。さらに、

 Australia では、組織的にオリンピック

とパラリンピックが一元化された育成パスウェイ

モデルを構築したこと ) から、障がいの有無に

とらわれないインクルージョンの視点からスポー

ツタレントの発掘やアスリート育成を捉える必要

があると思われる )。

一方で、障がいのある者がパラリンピック競技

に参加するには、競技開始前にその競技の対象と

なる障がいを有しているか等を調べる「クラス分

け」という独特の制度がある。クラス分けは、障

がいが競技パフォーマンスに及ぼす影響を最小限

に抑えることにより、障がい者のパラスポーツ参

加を促す制度である 30)。特に、各競技において障

がいの程度と競技パフォーマンスの関係性を明ら

かにし、根拠に基づいたクラス分け制度を整備し

ている )。このクラス分けの制度は、育成の段階

においても不可欠な過程であり、パラリンピック

競技のタレントを見出す前にもクラス分けが求め

られている )。つまり、パラアスリートのタレン

ト発掘・育成では特に、発掘の前提条件としてク

ラス分けの問題があり、この過程を踏まえないと、

競技種目に適性があるか、判断がつかない可能性

がある。以上のことから本研究では、これまでの

国内外のパラアスリートのタレント発掘・育成の

取組の現状分析の結果を踏まえて、スポーツ振興

の中核機関の視点から日本のパラアスリートのタ

レント発掘・育成の在り方について検討すること

とした。

Ⅱ．国内外におけるパラアスリートの 

　タレント発掘・育成の現状分析

日本のパラアスリートのタレント発掘・育成の

在り方を検討するにあたり、国内外におけるパラ

アスリートのタレント発掘・育成の現状・機会分

析を、戦略を考える際のフレームワークである

3C 分析（ ［市場分析］、 ［ユーザー

／自社分析］、 ［競合分析］）24) の観点

から行った（表 1）。
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1 ．市場分析の事例

2019 年に厚生労働省が発表した日本の障がい

者人口（身体障がい、知的障がい、精神障がい）

のうち、パラリンピック競技の対象となる障がい

種別の人口は、身体障がい者が 万人、知的障

がい者が 万 2 千人と推計された 13)。また、

歳未満の身体障がい者数（身体障害者手帳所持者

数）は、男性が 万 3 千人、女性が 万 千

人、知的障がい者数（療育手帳所持者数）は男性

が 49 万 千人、女性が 万 千人であることが

明らかになった 13)。さらにパラリンピック競技の

競技者登録人口は、4,020 名 34) であり、オリンピッ

ク競技の競技者登録人口 4, , 名 21),22) と比較

して少ない傾向であった。

一方で、ローマ パラリンピック競技大会

は、23 カ国 400 名の参加であったが、リオデジャ

ネイロ パラリンピック競技大会は、 カ

国 4,333 名へ増加していたことが明らかになっ

た 14)。また、同様に実施される競技も 競技から

22 競技まで増加しており 14)、オリンピック競技

と比較して参加国が少ない傾向にあるものの、オ

リンピック競技同様、パラリンピック競技におい

ても国際的な普及が進んでいる。

またパラリンピック競技においては、国際競技

力が顕著に向上している事例として一部の競技種

目の優勝記録がオリンピック競技の優勝記録を上

回る（例：男子 視覚障がいクラス）こと

が報告された 23)。

2 ．ユーザー／自社分析の事例

前述したように、日本では、2014 年に障がい

者スポーツに関する事業が厚生労働省から文部科

学省に移管されたことを背景に、パラリンピック

競技におけるメダル獲得数の政策目標が掲げられ

た。オリンピック競技においては、「オリンピッ

ク直近シーズンの世界選手権又はそれと同等の大

会（ベンチマーク大会）において 位以内に入っ

た選手／ペア／チーム」をメダルポテンシャルア

スリート（MPA）として、オリンピック競技に

おいてメダル獲得の可能性があるアスリートと

表１．パラリンピックアスリートのタレント発掘・育成における３C分析（Customer［市場分析］、
　Company［ユーザー／自社分析］、Competitor［競合分析］）24)
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し、MPA 数とメダル総数の間に高い相関関係が

あることが報告された )。また、パラリンピック

競技においては、マルチメダリスト（1 大会で複

数のメダルを獲得する者）が全メダリストの約半

数を占めることが明らかになった 19)。

このようにパラリンピック競技の国際的な普及

や国際競技力向上に対して、日本はパラリンピッ

ク競技大会におけるメダル獲得ランキングに関す

る政策目標を掲げているにも関わらず、リオデ

ジャネイロ パラリンピック競技大会におい

ては金メダル獲得に至らなかったことから、日本

代表選手団における選手層の薄さが指摘されて

いる )。また、リオデジャネイロ パラリン

ピック競技大会における日本の MPA 数はメダル

獲得上位国と比較して少ないことも報告されてい

る )。

3 ．競合分析の事例

競合分析の結果から、海外におけるパラアス

リートのタレント発掘・育成の研究は、まだ少な

いのが現状であった 3)。日本がメダル獲得可能性

のある MPA 数の不足等に課題を抱える中、パラ

リンピック競技大会でメダルを継続的に獲得して

いるイギリスやオーストラリア等の先進国では新

たな人材を戦略的に見出し、育成するための「タ

レント発掘・育成プログラム」を開発・実施して

いるため、事例としてイギリスとオーストラリア

の取組を挙げる。

1 ）イギリスの取組

2012 年に自国でパラリンピック競技大会を開

催し、リオデジャネイロ パラリンピック競

技大会においてメダル獲得数 2 位であったイギリ

ス ) では、パラアスリートのタレント発掘・育成

プログラム「  Potential」が実施された。

自国開催のロンドン 2012 パラリンピック競技

大会に向けて実施した「Talent 2012:  

Potential」では、13 ～ 歳の運動経験のある障

がい者を対象に、200 名の応募者から 23 名が発

掘され、1 名の銀メダリスト（自転車）が輩出さ

れた )。

リオデジャネイロ パラリンピック競技大

会に向けては「  Potential:  on 

zil」が ～ 歳の定期的な運動習慣のある障が

い者を対象に実施され 31)、東京 2020 パラリンピッ

ク競技大会に向けては「  Your Para Poten

tial」が 歳以上の障がい者を対象に 33)、「  

Your 」がコンバット競技（テコンドー、柔道）

に限定して、 ～ 24 歳のアスリートを対象に実

施している 32)。これらのタレント発掘・育成プロ

グラムにおいては、イギリスが強みとする競技が

戦略的に選定され実施されている。

2 ）オーストラリアの取組

第 1 回パラリンピック競技大会から常にメダ

ル獲得数上位であるオーストラリア ) では、パラ

アスリートのタレント発掘・育成プログラムが

年以前より実施されてきたが、当初は明確

な計画等はなかった。 年からオーストラリ

アパラリンピック委員会（APC）による戦略的な

タレント発掘・育成プログラムが開始された )。

～ 年のパラリンピックサイクルでは、

発掘イベントに参加したアスリート 名が北京

パラリンピック競技大会の 競技（陸上競技、

水泳、自転車、車いすバスケットボール、車いす

ラグビー、ボート等）に参加し、 名が 個の

メダルを獲得した )。

2009～ 2012年のパラリンピックサイクルでは、

アスリート 43 名がロンドン 2012 パラリンピック

競技大会の 競技（北京同様の競技種目）に参加

し、 名が 個のメダルを獲得した )。

2012～ 年のパラリンピックサイクルでは、

年 月時点でアスリート 94 名が 13 競技に

参加し、カヌーやトライアスロン等の新規採用種

目も含まれていた )。

東京 2020 パラリンピック競技大会に向けては

「Talent 4 Tokyo」が実施され、参加者の運動能力

を科学的に評価（定量・定性）するだけではなく、

パラリンピック競技において欠かすことのできな

いクラス分けを簡易に行い競技への適性を評価し

ていた )。
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4 ．日本におけるパラアスリートのタレント発掘・

育成のこれまでの取組

日本におけるパラリンピック競技の競技者登録

人口は、前述したように、オリンピック競技と比

較して少ないことから、タレントプール（人材

の層）の拡大が望まれている。パラアスリート

の発掘における日本の先進的な取組として、長

野 パラリンピック冬季競技大会に向けたク

ロスカントリースキー、アイススレッジスピード

レース、アイススレッジホッケーの発掘プログラ

ムが挙げられる 1) )。 年に厚生労働省と地方

公共団体を通じて全国公募を行い、クロスカント

リースキーでは 10 代から 代までの 名が体

力測定や育成環境調査、面接等に参加した。その

後、1 年かけて全国各地（大阪、長野、東京、北

海道）で主に合宿を行い、最終選考に 名が選ば

れた。その中から長野 パラリンピック冬季

競技大会においてメダリスト 2 名を輩出した。大

会後も継続的な強化を目的にジャパンパラリン

ピック競技大会を開催している 1) ) が、その後、

強化費の不足等により、継続的なタレント発掘・

育成の取組に結びついていなかったのが現状で

あった )。こうした中、近年では、日本障がい者

スポーツ協会（JPSA）／日本パラリンピック委

員会（JPC）や東京都／東京都障害者スポーツ協

会が競技体験型の発掘プログラムを定期的に実施

している 29) )。

Ⅲ．JSCにおけるパラアスリートの 

タレント発掘・育成の新たな取組

1 ．JSC におけるパラアスリートのナショナルタ

レント発掘・育成プログラムの開発

前述したように、2014 年よりパラリンピック

競技を含む障がい者スポーツに関する事業が厚生

労働省から文部科学省に移管したこと 10) に加え

て、第 2 期スポーツ基本計画において、オリンピッ

ク競技とパラリンピック競技を一体となって支援

する方針が出され 12)、パラリンピック競技にお

けるタレント発掘・育成の必要性も謳われた。そ

こで JSC では、 年にパラスポーツ勉強会を

立ち上げ、2 年にわたり計 11 回の勉強会を行い、

パラリンピック競技における基礎情報や日本の現

状について明らかにした。これらの背景および前

述した国内外におけるパラアスリートのタレント

発掘・育成の現状分析を踏まえ、 年度にオ

リンピック競技を対象に開発されたナショナルタ

レント発掘・育成（ ）プログラムの基本フレー

ムワーク ) を活用した、 パラリンピックプ

ログラム（種目最適［転向］型）の開発を試みた。

2 ．パラアスリートのナショナルタレント発掘・

育成プログラムの概要

年度には、オリンピック競技における合

同トライアルとパラリンピック競技における種目

最適型プログラムを一体化させた「 オリン

ピック・パラリンピック一体型発掘プログラム」

を実施した )。本プログラムは、 ～ 39 歳の肢

体不自由および視覚障がいの方を対象に、陸上競

技、ボッチャ、パワーリフティングおよび水泳の

各中央競技団体から協力を得て行った。プログラ

ムは、コーチによる経験則と医・科学的測定に基

づいて参加者を評価する「発掘プログラム」、発

掘プログラムの通過者を対象にタレント・アス

リートの潜在力（ポテンシャル）と競技への適性

を一定期間設けて評価する「検証プログラム」、

検証プログラムの通過者を対象に中央競技団体が

意図的なプログラムを提供する「育成プログラム」

に分けて実施した。

発掘プログラムでは、参加者 40 名を対象に、

オリンピック競技の プログラムで開発した

エネルギー系（持久系、パワー・スピード系）に

着目した測定項目に加え、APC タレント発掘プ

ログラムの「Talent 4 Tokyo」の特徴である簡易

のクラス分けやスキルテスト等を実施した。検証

プログラムでは、発掘プログラム通過者 29 名を

対象に、競技専門的な測定やトレーニング、面談

等を通したパーソナリティやモチベーションの確

認を行った。育成プログラムは、検証プログラム

を通過し、各中央競技団体より合格の評価を得た

名（うち 1 名は複数競技で合格）を対象に、住
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環境等に応じた中央競技団体による個別プログラ

ムが提供された（表 2）。

本プログラムは、従来の競技体験型の発掘プロ

グラムに対して、クラス分けを含む医科学的知見

を活用して開発したことにより、高い輩出率で

将来性豊かな人材の発掘につなげることができ

た )。

年度には、オリンピック競技とパラリン

ピック競技を一体的に捉え、競技団体間や中央競

技団体間の情報（選抜方法や育成方法等）の共有

をより推進するため、事業コンセプトや実施過程、

実施項目等全てを均一化した「 オリンピッ

ク・パラリンピック一体型合同トライアル」を開

発した 20)。本合同トライアルは、 歳～ 39 歳の

肢体不自由、視覚障がいおよび知的障がいの方を

対象に、車いすラグビー、ゴールボール、水泳（知

的）およびブラインドマラソンの中央競技団体か

ら協力を得て実施した。参加者 名を対象に、

形態測定（身長、体重、指極長）、 走、垂直

跳び、反復横跳び、3 分間自転車テスト、ヒアリ

ング（中央競技団体関係者やクラス分け有識者が

担当）を実施し、中央競技団体より 3 名が有望者

として見出された 20)。

年および 年度に開発したパラリン

ピック競技におけるタレント発掘・育成プログラ

ムは、参加者 名の中から有望者 10 名を輩出し

た。見出された有望者は、現在も中央競技団体に

よる育成プログラムを通して、東京 2020 パラリ

ンピック競技大会とそれ以降に向けた準備を行っ

ている。また、本プログラムを開発する過程で、

オリンピック競技およびパラリンピック競技の競

技団体双方の知見を共有できたことにより、オリ

パラ一体の基盤を構築でき、一定の成果を挙げた

と考えられた。一方で、十分な応募者数の獲得に

至っていないことや、発掘後のアスリートの育成

環境の整備、国際クラス分けのルールへの対応等

の課題はまだ残っている。

年以降、現在は、 で蓄積された知見

を活用し、公益財団法人日本スポーツ協会が JSC

委託事業として「ジャパン・ライジング・スター・

表２．2016年度ナショナルタレント発掘・育成（NTID）パラリンピックプログラム（種目最適［転向］
型）実施内容
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プロジェクト（J-STAR ）」を実施して

いる。J-STAR において見出された 9

名が国際競技大会に出場し、現在も中央競技団体

から育成プログラムが提供されている（2019 年 9

月現在）。

また、国立スポーツ科学センター（JISS）にお

いても 年からパラアスリートのフィットネ

スチェックをトライアルとして開始し、データ収

集を始めた段階である。今後も継続した医科学的

知見の蓄積を行うことで、障がいと競技パフォー

マンスの関係性が明確になってくると思われる。

将来的には障がい毎のフィットネス基準値等を設

定することで、根拠に基づいたクラス分け研究だ

けでなく、パラアスリートのタレント発掘・育成

にも活用できる可能性がある。

Ⅳ．今後の日本のパラアスリートの 

タレント発掘・育成の在り方

パラアスリートのタレント発掘・育成のねらい

には、従来通りのオリンピック競技等で実施され

てきた医科学的知見等を通して将来性豊かな潜在

力を有する人材を見出す方法 ) と、パラリンピッ

ク競技の楽しい競技体験を通して身体特性に応じ

た競技種目に導くこと ) の 2 つがある。これま

で日本においては、実務レベルにおいて、前者は

主に JSC や日本スポーツ協会が、後者は主に JPC

や東京都等がそれぞれの立場からパラアスリート

のタレント発掘・育成に取り組んできた。

スポーツ政策上の観点から、日本におけるパラ

アスリートのタレント発掘・育成プログラムの重

要性については、第 2 期スポーツ基本計画 12) に

おいても、「国は、JSC、地方公共団体、 、公

益財団法人日本パラリンピック委員会（JPC）、

公益財団法人日本体育協会（日体協：各都道府県

体協を含む）、公益財団法人日本障がい者スポー

ツ協会（日障協：各都道府県体協を含む）、公益

財団法人日本中学校体育連盟（中体連）、公益財

団法人全国高等学校体育連盟（高体連）、公益財

団法人日本高等学校野球連盟（高野連）、中央競

技団体、医療機関及び特別支援学校を含む諸学校

等と連携し、地域ネットワークを活用したアス

リートの発掘により、全国各地の将来有望なアス

リートの効果的な発掘・育成を支援するシステム

を構築するとともに、既に一定の競技経験を有す

るアスリートの意欲や適性を踏まえた種目転向を

支援する。その際、障害者アスリートの発掘・育

成にあたっては、障害に応じたクラス分けにも十

分配慮する」と謳われている。また、スポーツ庁

の競技力強化のための今後の支援方針（鈴木プラ

ン）の中でもオリパラ一体化が謳われている 11)。

以上のことから、今後もパラリンピック競技に

おける参加促進やタレントプールの拡大のため、

各関係機関と連携してオリパラ一体型のタレント

発掘・育成プログラムの継続的な取組が求められ

ている。日本国民全体のインクルージョンの視点

から、障がいの特性や個人の能力や適性等に配慮

した、日本におけるタレント発掘・育成プログラ

ムの更なる発展が期待される。
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